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１１
月
に
「
賃
金
不
払
残
業
解
消
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
月
間
」
を
実
施
 

ト
ピ
ッ
ク
ス
 

労
働
行
政
 

 

厚
生
労
働
省
は
、
時
間
外
労
働
に
賃
金
を

支
払
わ
な
い
「
サ
ー
ビ
ス
残
業
」
を
一
掃
す

る
た
め
、
毎
年
一
一
月
を
「
賃
金
不
払
残
業

解
消
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
月
間
」
と
位
置
づ
け
、

取
り
組
み
を
強
化
し
て
い
る
。
柱
と
な
る
の

が
、
「
労
働
時
間
適
正
把
握
基
準
」、「
サ
ー

ビ
ス
残
業
解
消
対
策
指
針
」
の
周
知
・
徹
底

と
、
各
労
働
局
で
の
「
一
日
無
料
電
話
相
談

ダ
イ
ヤ
ル
」
の
開
設
だ
。
今
年
は
一
二
四
七

件
の
相
談
が
寄
せ
ら
れ
、
総
件
数
こ
そ
昨
年

度
よ
り
減
っ
た
も
の
の
、
労
働
者
だ
け
で
な

く
、
使
用
者
か
ら
も
相
談
が
寄
せ
ら
れ
る
な

ど
、
内
容
も
多
岐
に
わ
た
っ
て
い
る
。 

 

労
働
基
準
法
に
違
反
す
る
不
払
残
業
代
（
○

四
年
度
）
は
総
額
で
二
二
六
億
円
に
の
ぼ
る

な
ど
「
サ
ー
ビ
ス
残
業
」
が
蔓
延
す
る
な
か
、

厚
労
省
は
労
働
時
間
の
適
正
な
管
理
と
、
指

針
の
普
及
を
テ
コ
に
、
サ
ー
ビ
ス
残
業
解
消

に
向
け
て
、
対
策
を
継
続
す
る
考
え
だ
。 

   

「
労
働
時
間
適
正
把
握
基
準
」 

 

使
用
者
は
、
法
定
労
働
時
間
（
一
日
八
時

間
、
一
週
四
○
時
間
）
を
超
え
て
労
働
者
に

仕
事
を
さ
せ
た
場
合
、
割
増
賃
金
を
払
う
こ

と
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
（
労
基
法
三
七

条
）。
こ
う
し
た
法
律
の
規
制
が
あ
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
企
業
間
競
争
の
激
化
な
ど
を

背
景
に
、
恒
常
的
な
「
サ
ー
ビ
ス
残
業
」
が

後
を
絶
た
な
い
。 

 

厚
労
省
は
二
○
○
一
年
四
月
、
「
労
働
時

間
適
正
把
握
基
準
」（
労
働
時
間
の
適
正
な
把

握
の
た
め
に
使
用
者
が
講
ず
べ
き
措
置
に
関

す
る
基
準
）
を
設
け
た
。
こ
れ
は
、
労
働
者

自
身
が
働
い
た
時
間
を
管
理
す
る
「
自
己
申

告
制
度
」
が
、
不
払
の

温
床
と
な
っ
て
い
た
こ

と
か
ら
、
労
働
時
間
の

管
理
主
体
を
、
「
労
働

者
」
か
ら
「
使
用
者
」

に
シ
フ
ト
さ
せ
る
も
の
。

使
用
者
は
原
則
、
従
業

員
の
始
業
・
終
業
時
刻

を
「
使
用
者
自
ら
の
現

認
」
も
し
く
は
タ
イ
ム

カ
ー
ド
や
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド

な
ど
の
「
客
観
的
な
記

録
」
で
管
理
・
記
録
さ

せ
る
こ
と
な
ど
を
要
請

し
て
い
る
。
使
用
者
が
従
業
員
の
労
働
時
間

を
正
確
に
把
握
す
る
こ
と
で
、
「
漏
れ
の
な

い
」
割
増
賃
金
の
支
払
い
が
進
む
こ
と
を
想

定
し
た
。 
 

し
か
し
、
期
待
と
は
裏
腹
に
、
企
業
間
の

生
き
残
り
競
争
が
激
し
さ
を
増
す
な
か
、
使

用
者
側
だ
け
に
不
払
い
解
消
の
努
力
を
求
め

た
「
労
働
時
間
適
正
把
握
基
準
」
は
、
現
場

に
な
か
な
か
浸
透
し
な
か
っ
た
。
ま
た
リ
ス

ト
ラ
や
経
営
環
境
の
悪
化
が
進
む
な
か
、
一

部
の
職
場
や
組
合
で
は
、
組
織
存
続
の
た
め

に
は
「
残
業
や
む
な
し
」
と
の
空
気
が
漂
い
、

不
払
残
業
解
消
の
足
ど
り
は
重
か
っ
た
。 

  

「
サ
ー
ビ
ス
残
業
解
消
対
策
指
針
」 

 

こ
う
し
た
状
況
を
打
開
す
る
た
め
厚
労
省

は
○
三
年
五
月
、
「
サ
ー
ビ
ス
残
業
解
消
対

策
指
針
」（
賃
金
不
払
残
業
の
解
消
を
図
る
た

め
に
講
ず
べ
き
措
置
等
に
関
す
る
指
針
）
を

策
定
し
た
。
こ
れ
は
先
の
「
労
働
時
間
適
正

把
握
基
準
」
の
実
効
性
を
高
め
る
こ
と
を
意

図
し
た
も
の
。
「
使
用
者
側
」
だ
け
で
な
く
、

「
労
働
者
側
」
に
も
サ
ー
ビ
ス
残
業
解
消
の

具
体
的
な
取
り
組
み
を
求
め
、
「
労
使
一
体

型
」
で
の
自
主
的
な
取
り
組
み
を
後
押
し
す

る
こ
と
を
め
ざ
し
た
。
そ
の
た
め
同
指
針
に

は
、
労
使
双
方
に
、
①
先
の
「
労
働
時
間
適

正
把
握
基
準
」
の
遵
守
、
②
「
帰
り
づ
ら
い

雰
囲
気
」
が
漂
う
職
場
風
土
の
改
善
、
③
労

使
委
員
会
に
よ
る
労
働
時
間
管
理
シ
ス
テ
ム

の
適
正
化
推
進
―
―
な
ど
「
労
使
一
体
型
」

の
取
り
組
み
を
要
請
す
る
項
目
が
並
ぶ
。
こ

の
う
ち
、
③
の
労
働
時
間
の
適
正
化
に
つ
い

て
は
、
複
数
の
管
理
者
に
よ
る
「
ダ
ブ
ル
チ

ェ
ッ
ク
体
制
」
の
導
入
、
さ
ら
に
は
、
サ
ー

ビ
ス
残
業
す
る
労
働
者
と
そ
れ
を
許
し
た
上

司
双
方
を
「
評
価
し
な
い
」
人
事
考
課
の
導

入
な
ど
、
踏
み
込
ん
だ
内
容
が
盛
り
込
ま
れ

て
い
る
の
が
特
徴
だ
。 

 

「
労
使
一
体
型
」
以
外
で
は
、
個
別
の
労

働
組
合
に
対
し
て
は
、
「
相
談
窓
口
開
設
」

に
よ
る
実
態
把
握
を
進
め
る
こ
と
な
ど
、
サ

ー
ビ
ス
残
業
に
目
を
光
ら
せ
る
「
チ
ェ
ッ
ク

機
能
」
の
強
化
を
期
待
す
る
。
他
方
、
使
用

者
側
に
は
、
経
営
ト
ッ
プ
に
よ
る
不
払
残
業

解
消
の
「
決
意
表
明
」
や
、
社
内
巡
回
を
要

請
す
る
な
ど
、
労
使
そ
れ
ぞ
れ
に
も
積
極
的

な
不
払
い
解
消
の
取
り
組
み
を
求
め
る
。 

 

厚
労
省
は
、
不
払
残
業
の
問
題
は
当
該
労

使
の
自
主
的
解
決
が
望
ま
し
い
と
の
立
場
か

ら
、
一
一
月
の
「
賃
金
不
払
解
消
キ
ャ
ン
ペ

ー
ン
月
間
」
で
は
、
同
指
針
の
周
知
・
徹
底

を
重
点
的
に
進
め
る
。 

  

　
無
料
電
話
相
談
ダ
イ
ヤ
ル 

 

「
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
で
は
先
の
「
基
準
」

と
「
指
針
」
の
周
知
・
徹
底
と
併
せ
て
、
無

料
の
電
話
相
談
も
開
設
。
普
段
、
仕
事
が
忙

し
く
て
、
じ
っ
く
り
腰
を
据
え
て
相
談
で
き

な
い
労
働
者
が
多
い
こ
と
か
ら
、
祝
日
の
一

一
月
二
三
日
（
勤
労
感
謝
の
日
）
に
、
フ
リ

ー
ダ
イ
ヤ
ル
の
「
一
日
相
談
窓
口
」
を
実
施

し
た
。 

 

今
年
の
相
談
結
果
は
、
前
年
度
よ
り
一
八

三
件
少
な
い
一
二
四
七
件
。
う
ち
労
働
者
本

人
か
ら
は
八
九
三
件
、
家
族
か
ら
は
二
八
八
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件
の
相
談
が
寄
せ
ら
れ
た
一
方
、
使
用
者
か

ら
も
一
三
件
が
寄
せ
ら
れ
た
。
業
種
別
に
は
、

商
業
（
二
八
七
件
）
が
最
も
多
く
、
製
造
業

（
二
四
四
件
）、
建
設
業
（
一
一
二
件
）
が
続

い
た
。
相
談
の
う
ち
問
題
が
あ
る
も
の
に
つ

い
て
は
、
労
基
署
に
よ
る
監
督
指
導
で
是
正

を
進
め
る
方
針
だ
。 

 

こ
う
し
た
「
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
を
中
心
と

し
た
厚
労
省
の
取
り
組
み
は
功
を
奏
し
、
隠

れ
て
い
た
「
サ
ー
ビ
ス
残
業
」
が
ジ
ワ
リ
と

表
面
化
し
て
い
る
。
違
反
企
業
数
（
○
四
年

度
）
は
前
年
度
よ
り
五
三
社
「
増
加
」
の
一

四
三
七
社
、
特
に
一
○
○
○
万
円
以
上
の
「
大

型
不
払
案
件
」
は
六
二
社
「
増
加
」
の
二
九

八
企
業
に
の
ぼ
り
、
労
基
法
違
反
企
業
の
「
あ

ぶ
り
出
し
」
に
成
功
し
て
い
る
と
い
え
そ
う

だ
。
厚
労
省
は
、
本
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
足
が

か
り
に
、
不
払
い
の
一
掃
を
進
め
る
。 

  

連
合

の
取
り
組
み 

 

他
方
、
国
内
最
大
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ

ー
で
あ
る
連
合
（
高
木
剛
会
長
）
も
一
一
月

を
「
不
払
い
残
業
撲
滅
月
間
」
と
位
置
づ
け
、

サ
ー
ビ
ス
残
業
一
掃
に
向
け
た
様
々
な
取
り

組
み
を
展
開
し
て
い
る
。 

 

柱
と
な
る
の
が
「
組
合
版
」
の
無
料
電
話

相
談
。
今
年
は
一
一
月
一
七
日
〜
一
九
日
ま

で
の
三
日
間
で
実
施
。
合
計
で
四
○
七
件
の

相
談
が
寄
せ
ら
れ
、
問
題
が
あ
る
も
の
に
つ

い
て
は
、
連
合
自
ら
が
調
査
・
改
善
を
進
め

る
と
同
時
に
、
各
都
道
府
県
の
労
働
局
に
通

知
し
、
実
効
性
の
あ
る
対
策
を
要
請
す
る
。

　
連
合
で
は
、
一
一
月
の
「
不
払
い
残
業
撲

滅
月
間
」
以
外
で
も
常
時
、
無
料
の
電
話
相

談
（
○
一
二
○
―
一
五
四
―
○
五
二
）
を
開

設
。
「
サ
ー
ビ
ス
残
業
」
以
外
で
も
、
様
々

な
労
働
相
談
に
無
料
で
応
じ
て
い
る
。 

（
調
査
部
　
遠
藤
彰
） 

１　趣旨 
　　　賃金不払残業は労働基準法に違反する、あってはならないものである。 
　　　この指針では、労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置等に加え、各企業における労使が労働時間の管理

の適正化と賃金不払残業の解消のために講ずべき事項を示している。 
    
２　労使に求められる役割 
   （1） 労使の主体的取組 
　　　労使は、各々が果たすべき役割を十分認識するとともに、労働時間の管理の適正化と賃金不払残業の解消のために主体

的に取り組むことが求められる。 
   （2） 使用者に求められる役割 
　　　使用者は労働時間を適正に管理する責務を有しており、賃金不払残業を起こすことのないよう適正に労働時間を管理し

なければならない。 
   （3） 労働組合に求められる役割 
　　　労働組合は、チェック機能を発揮し、主体的に賃金不払残業の解消に努力するとともに、使用者が講ずる措置に積極的

に協力することが求められる。 
   （4） 労使の協力 
　　　賃金不払残業の解消を図るための検討は、労使双方がよく話し合い、十分な理解と協力の下に、行われることが重要で

あり、労使が協力して取り組む体制を整備することが望まれる。 
    
３　労使が取り組むべき事項 
   （1） 労働時間適正把握基準の遵守 
　　　使用者は、労働時間適正把握基準を遵守する必要があるとともに、労働組合も、労働者に対して労働時間適正把握基準

を周知することが重要である。 
   （2） 職場風土の改革 
　　　賃金不払残業の背景に、やむを得ないという労使双方の意識（職場風土）がある場合には、これをなくすための取り組

みを行うことが望まれる。 
   （3） 適正に労働時間の管理を行うためのシステムの整備 
　　　①　適正に労働時間の管理を行うためのシステムの確立 
　　　　賃金不払残業の実態を把握した上で、関係者が行うべき事項や手順等を具体的に示したマニュアルの作成等により、

「労働時間適正把握基準」に従って労働時間を適正に把握するシステムを確立することが重要である。 
　　　②　労働時間の管理のための制度等の見直しの検討 
　　　　賃金不払残業の温床となっている業務体制や業務指示の在り方にまで踏み込んだ見直しを行うことも重要である。 
　　　③　賃金不払残業の是正という観点を考慮した人事考課の実施 
　　　　賃金不払残業の是正という観点を考慮した人事考課の実施等により、適正な労働時間の管理を意識した人事労務管理

を行うことが望まれる。 
   （4） 労働時間を適正に把握するための責任体制の明確化とチェック体制の整備 
　　　①　各事業場ごとに労働時間の管理の責任者を明確にしておくことが必要である 
　　　②　労働時間の管理とは別に、相談窓口を設置する等により賃金不払残業の実態を積極的に把握する体制を確立するこ

とが重要である。 
　　　③　賃金不払残業の実態を把握した場合には、労働組合としての必要な対応を行うことが望まれる。 

賃金不払残業の解消を図るために講ずべき措置等に関する指針（概要） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　               ～平成15年5月23日付け基発第0523004号～ 


